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「遅れた政治と経済」の国スペインは， 1950年代も末になって積年の遅れを
解消して「ヨーロッパ化」を図ることに取り組んだ。第一の成果は， 1959年の
「経済安定化計画」をバネにして「奇跡の高度成長」が達成された，あのフラ
ンコ時代に現れた。奇しくもフランコが亡くなる1975年に，スペインの一人当
たり所得水準はヨーロッパのレベルに最も近づいた（図 1)。スペイン経済の「ヨ
ーロッパ化」は実質的に，皮肉にもフランコの時代に終わっていたと言える（開
発独裁）。
フランコ没後のスペインは，政治体制の変革＝「民主化」と石油ショックに
端を発する「経済危機の克服」に迫られた（「二重危機」の時代）。その結果，
＊本稿は 1994年度関西大学・学部共同研究費の助成を受けた成果の一部である。 87 
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この1975~85年期に，やっと近づいたヨーロッパ・レベルからスペイン経済は
後退を余儀なくされる。だが，第二の成果が得られた。 78年に民主憲法が制定
され，フランコ体制は清算された。スペインの政治的「ヨーロッパ化」という
年来の重い課題が達成されたのである。 1986年のEC加盟は，スペインが果た
してきた経済的・政治的「ヨーロッパ化」の目に見える確かな成果だと見なす
ことができよう。
図1 スペインの 1人当たり所得水準の推移 (EC平均=100)????
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出所： Fuentes Quintana (1993) p.5 
しかし他方で，スペインが接近・収飲の目標としてきた「ヨーロッパ」も，
1952年の欧州石炭鉄鋼共同体の設立を皮切りに， 1993年のEC「単一市場」の
完成と「マーストリヒト条約」の発効 (EU発足）でひとつのピークを迎える
「ヨーロッパ統合」の途を歩みつづけていた。 1980年代後半に急速に進展した
この「ヨーロッパ統合」に向けて，スペインは如何にアプローチしようとする
のか？
「国の将来をEC(EU)に賭けている」スペインにとって，これは「第三
の成果」が是非とも期待されるところの難題である。本稿の 1節では，この制
度上の形式的な「ヨーロッパ統合へのキャッチアップ」つまりスペインの第三
の「ヨーロッパ化」について考察する。そして 2節では，それとの関連で，ス
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ペイン国内経済が現在かかえている問題を検討しよう（第一と第二の「ヨーロ
ッパ化」については，拙著『スペインの現代経済』（勁草書房， 1994年）のとく
に二章と三章を参照されたい）。
1「ヨーロッパ統合」プロセス（要約）
筆者は別稿1)において，「市場統合」と「通貨同盟」に焦点をあてながら，「ヨ
ーロッパ統合」にかんする研究ノートを書いた。そのノートを踏まえて本節で
は，スペインの「ヨーロッパ統合へのキャッチアップ」について考察するわけ
だが，本題に入る前に，別稿を一読していないひとのために，「ヨーロッパ統合」
プロセスをごく簡単に紹介しておこう。
今世紀に 2度も世界大戦の惨禍に見舞われたヨーロッパでは，欧州レベルで
の「経済・政治統合」は見果てぬ夢であった。そうした「夢」の実現に彼らは
倦むことなく取り組んできた。端緒は「モネ＝シューマン・プラン」 (1950年）
によって開かれ，欧州石炭鉄鋼共同体ECSCが設立された(1952年）。そして
この ECSCを母体にして，欧州経済共同体EECと欧州原子力共同体Eur-
atomが「ローマ条約」によって創設された (1958年）。これらの 3共同体は，
その後1967年に改組されて欧州共同体ECに一本化される。
「ローマ条約」以来の主要テーマとしてECが抱えてきたものに，工業製品
にかんする「関税同盟」（域内関税撤廃・域外共通関税設定）と，農産物にかん
する共通農業政策CAP実施あるいは「農業共同市場」樹立（域内関税撤廃）
がある。これらの目標は，予定よりも若干早く 1968年に達成された。かくして，
下記の「4つの自由移動」のうち，まず「物の自由移動」がECレベルで完成
したのである。
その後世界経済は，ニクソン・ショックに象徴される国際通貨危機や2度に
わたる石油危機に見舞われ，「ヨーロッパ統合」のプロセスもしばしの頓挫を余
儀なくされる。そうした閉塞状況を打破して，ふたたび国際協調の潮流（ヨー
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ロッパ主義）を覚醒したのが， EC委員会による白書『域内市場完成』 (1985年）
と，それを承ける形で取り交わされた「単一欧州議定書」 (87年発効）だった。
これによって，物・人・サービス・資本の「4つの自由移動」が確保された「国
境なきヨーロッパ」が実現され，ついに「単一市場」は完成することになった
(1993年1月）。
この「市場統合」に並行して「通貨統合」も模索されてきた。国際通貨危機
をヨーロッパ・レベルで乗り切るために，まず「トンネルの中のスネーク」が
案出された (1972年）。「トンネル」とは，ニクソン・ショック（金ードルの交
換停止）を修復するための「スミソニアン合意」に基づく，セントラル・レー
トの上下2.25%合計4.5%の変動幅を意味する。この4.5%の対ドル変動幅（ト. . . 
ンネル）のなかを，域内変動幅士1.125%合計2.25%のあそびを持ちつつリンク
された原加盟6ヵ国通貨「スネーク」がフロート（蛇行）することになった。
その後1973年春の「総フロート」時代の幕開けとともに「トンネル」は消え去
り「トンネルを出たスネーク」が出現した。そして1979年には，これまでの経
験を生かして，為替相場メカニズム ERMー 一為替平価の上下2.25%の範囲内
に参加国通貨の為替変動を抑えこみ，対外的には変動相場制を採用する一種の
「共同フロート」—を中核とする，欧州通貨制度 EMS が発足したのである。
さらにこのEMSの成果を踏まえた経済通貨同盟EMUが，今世紀末の「完成」
にむけて進行中である。
ところで「通貨」の特性は，すぐれて経済現象の表徴であると同時に，国家
主権の象徴でもある点に求められよう。そしてヨーロッパでは，ある段階から
経済（市場）統合と並行して通貨統合（同盟）が追求されている。このような
なりゆきから，さらに一歩踏み込んで「政治統合」が志向されたとしても何ら
不思議ではない。通貨は経済と政治の結節点に位置しているからである。
実際，そうした経済~貨一政治を包括したヨーロッパ統合を目指して練り
上げられたのが「マーストリヒト条約」にほかならない (1992年2月調印，翌
年11月発効）。「ローマ条約」を全面改訂した形のこの条約叫こよって，欧州連合
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EUが誕生しただけでなく，すでに90年から始まっている EMU第 1段階＿
ここでは，域内資本移動が完全に自由化され， EMSの中核である ERMに全加
盟国が参加する に続いて，次のような EMUの完成を目指した移行プロセ
スが提示された。
イ）第2段階に1994年 1月から移行し，
ロ）第3段階には
i) 順調に推移して過半の国が「 4 基準」＝物価•財政・長期金利・為替レー
トをめぐる条件3)を満たせば， 1996年末までに，
i)基準を満たす国が少数でも見切り発車的に， 1999年1月から移行する。
各段階で主役を演じ次の段階への移行を推進する金融機関は，次のとおり。
イ）第2段階では，欧州通貨機関EMI
ロ）第3段階では，欧州中央銀行制度ECBS
そして，完成段階では欧州中央銀行ECB。
この完成段階では，欧州中央銀行とその傘下に入ることになるはずの各国中
央銀行は，法貨としての統一通貨を発行するだけでなく，域内共通の通貨政策
や為替政策を策定し実行することになろう。 15カ国 (95年時点）からなる EU
が，通貨・為替・金融面であたかも「一つの国」のように振る舞うことになる。
しかしながら，経済通貨同盟の段階を登りつめてゆく道程で，予期せぬ波紋
は皮肉にも，ポスト冷戦期の最大の収穫のひとつである東西ドイツの統一から
投じられた。ベルリンの壁開放 (1989年11月）につづくドイツ統一（翌90年10
月）による「異変」が，ヨーロッパ統合の旗手をフランスとともに務めてきた
旧西ドイツに生じたのである。
約6100万の人口を有する旧西ドイツは，わずか1700万人とはいえ歴然たる経
済力格差のある旧東ドイツを抱え込んだわけで，当然ながら財政赤字の拡大や
景気過熱によるインフレ要因に見舞われた。同様に予期せぬ政治的ハプニング
は，デンマークやフランスでも生じた。周知のようにデンマークは， 1992年6
月の国民投票でマーストリヒト条約の批准を拒否し，ヨーロッパ統合プロセス
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に大きなショックを与えた（なお翌93年5月の再投票で承認）。同年9月にはフ
ランスまでも，薄氷を踏むかのごとき僅差でもって国民投票をクリアーし，辛
うじて条約の批准に漕ぎ着けた。
ヨーロッパに経済7fi尼政治の「統合」をもたらそうとする「理想」は，そ
れが条約として具体化されヨリ実感可能になるにつれて，冷厳なる「現実」は
拒絶反応を示すかのようである。ともあれ，政治統合はもちろん通貨統合でさ
ぇ，その先行きは現在のところ不透明であると言わざるをえない。
次にスペインの立場から，こうした「ヨーロッパ統合」へのキャッチアップ
について考察しよう。
1-1 スペインの第三の「ヨーロッパ化」
遅れた政治と経済の国スペインの「夢」は，豊かな経済と民主的な政治を共
通項とするEC(先進ヨーロッパ）にキャッチアップすることであった。実際，
フランコ時代の1962年にスペインは，臆面もなく EEC加盟申請をおこなって
いる。「豊かで民主的な国」が加盟の前提条件である以上，もちろん，この申請
は受理すらされなかった。だが，フランコ時代の高度経済成長とフランコ没
(1975年）後の政治・社会の民主化を達成したスペインは， EC加盟を皮切り
に第三の「ヨーロッパ化」（ヨーロッパ化の完成）に取り組める時機を迎えた。
① EC加盟条約 (1985年6月）に続いて②単一欧州議定書 (86年2月）が調印
され，さらに③欧州通貨制度に全面参加し(89年6月），最後に④マーストリヒ
ト条約も国会の議決だけですんなり批准された (92年10月）のである（その間
のヨーロッパ全般の経緯については（注） 1の拙稿を参照されたい）。
これら80年代半ば以降の矢継ぎ早の条約締結をつうじてスペインは「国の将
来をECに賭けている」ことを鮮明にしただけでなく，「ヨーロッパ化」（欧州
の仲間入り）の制度的・形式的な仕上げに努めてきたのである。しかしながら
たとえば一人当たり所得水準でみた経済的ないし実質的な「内容」は， 70年代
半ば以降の「二重危機」の後遺症もあって，いまだ「ヨーロッパ水準」に達し
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てはいない（図 1)。念願のEC加盟から 10年経った現在も，進歩した経済•安
定した政治・豊かな文化・纏まった社会を体現したヨーロッパヘの「実質的収
欽」は，依然としてこの国の基本目標のひとつなのである。
遅れて「ヨーロッパ化」の軌道に乗ったスペインの場合，この目標を追求す
る一方で，さらに次のような「ヨーロッパ統合」の前提条件もクリアーしなけ
ればならない。
1-2 「ヨーロッパ統合」の前提条件
A〕ヨーロッパ「単一市場」への参入とそれの活用
1968年に「関税同盟」を完成させた後， 70年代のなかだるみを経て1980年代
中頃から再活性化した「ヨーロッパ統合」プロセスは， 93年初に物・人・サー
ビス・資本の「4つの自由移動」が確保された「国境なきヨーロッパ」として，
ひとつのピークに達した。それに比べて後発のスペインは， 1986年 1月に関税
同盟たるECへの加盟を果たし，さらに同年2月には単一欧州議定書にも調印
した。そこでスペインは，加盟後7年間の過渡期をつうじて域内関税を撤廃す
るのに並行して，残る 3つ（人・サービス・資本）の自由移動も92年末までに
保障する必要に迫られたが，どうにか責めを果たした。 1992年は，オリンピッ
クや万博のほかにも，こうした特別の意味がある年だったのである。そして1993
年初には，財・サービスの自由移動と資本・労働＝生産要素の自由移動が同時
に達成された。その結果スペインは， 1993年時点で約3億5000万人の豊かな消
費者からなる広大で競争的な市場への参入がなんとか可能になった。残された
問題は，この「単一市場」に内在するスケール・メリットやダイナミズムを，
スペイン経済が上述の基本目標＝実質的収欽を達成するためにも，如何に活用
できるかという点にある。輸出競争力の問題であるが，それについては2-3節で
詳述しよう。
B〕物価安定の追求
「インフレと失業の二律背反」を巷間に流布せしめたフィリップス曲線が，
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短期はともあれ中長期についても妥当するか否かは，理論的にも実証的にも確
かめられてはいない。むしろ，低いインフレ率と良好な国民経済パーフォーマ
ンスとの間にプラスの相関関係が存在するとの鋭い指摘がある。「第二次大戦後
の先進諸国におけるマクロ経済の実績をみれば，強いインフレを経験した諸国
は全体として高い失業率と低い一人当たり所得水準に喘いできたことを示して
いる。（中略）高いインフレ率は，インフレ過程のより大きな変動と不確実性を
もたらし，それゆえまた相対価格の大幅な変化を引き起こしてきた。こうした
状況下では，価格メカニズムは資源配分の基準として有効に作用しなくな
る。」4)
「フィリップス曲線論争」はともあれ，「経済統合」から「通貨統合」に向け
て動いてきた最近のヨーロッパにおける現実は，ケインズ的景気刺激政策の退
潮と反インフレ政策の高揚を明示している。戦後一貫して反インフレ政策を追
求してきたドイツ・ブンデスバンクが，欧州通貨制度の中核に位置する「為替
相場メカニズム」のアンカー（錨）役を務めていることが，その何よりの証拠
であろう。この「物価安定」もまた，スペインが抱えている大きな課題である。
後述しよう。
C〕為替レートの安定
「ヨーロッパ統合」は，すでにみたように1993年に「単一市場」という大き
な成果を挙げ，経済通貨同盟EMUとしてさらなる深化が図られているところ
である。そこで，為替レートの安定は，イ）当面，関係各国間の貿易や投資を
増加させて経済的厚生を高めるために，そして，口）最終的には為替レートの
不可逆的な固定化を経て「単一通貨」を誕生させる (EMUを完成する）ために，
是非とも必要な条件である。だがこの要件は， 1992年秋以降，スペインのみな
らずヨーロッパ全般についても充たされていない。上述した旧西ドイツの「異
変」や「デンマーク・ショック」の余波をうけて， 92年9月イタリア・リラと
イギリス・ポンドが欧州通貨制度を離脱し，他の通貨も平価の調整を余儀なく
された。翌93年8月にもヨーロッパ通貨危機は再燃し，為替相場メカニズムの
94 
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変動幅は（ドイツとオランダを除いて）士15%への一時的拡大を余儀なくされ
た。為替レートの安定化から程遠い事態が出現したのである。スペイン・ペセ
タの場合， 92年9月 (5%)と11月 (6%)の切下げに続いて， 93年5月に 8
％，さらに95年3月にも 7%切り下げられた。ヨーロッパ「通貨危機」の余震
はまだおさまっておらず，「マーストリヒト条約」で描かれた理想像は，現在の
ところむしろ遠のいていると言わざるをえない。
D〕「市場経済」の貫徹
追求されるべき目標として「物価安定」が措定されたのと同じ趣旨で「市場
経済」の貫徹が主張される。自由な市場経済が政策基調である以上，公的介入
が容認されるのは，資源配分・所得分配・経済安定といった側面で「市場の失
敗」が生じた場合に限定されることになる。だが，ほんの20年前まで「権威主
義」色が浪厚で（つまり「政治（民主化）の失敗」を払拭できず），「社会福祉」
や民衆の生活を軽視した経済運営が行われていたスペインの場合，この点でも
問題を抱えている。民主化後の財政赤字との関連で， 2-4節で言及することにし
よう。
これらの点 スペインの対ヨーロッパ「実質的収倣」と， 4つの「ヨーロ
ッパ統合」前提条件—を念頭に置きながら，スペイン経済の現状と問題点を
つぎに考察しよう。
2 スペイン経済が抱える問題
ここではまず，最新のデータによるスペイン経済の現状分析5)を簡単に紹介
しておこう。
2 -1 現状分析
スペイン経済の長期的な基本目標の「ヨーロッパ水準への接近・収敏」は，
一人当たり所得水準で見るかぎり， 1970年代半ばの「二重危機」によって中断
され，その後10年間も後退を余儀なくされた（図 1)。やっと1985~86年にキャ
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ッチアップが再開されたが，それも1975年のピーク値に戻れないまま1991年に
反転し，ふたたび下降線をたどることになった。そして翌92年10~12月期から
93年をつうじて四半期ベースでマイナスの成長を記録する。この「水面下」か
ら再浮上してプラスの成長を記録するのは94年1~3月期のことである（表 1
と園 2)。
スペイン経済を引き上げるうえで最も大きな力を発揮したのは， 94年に24%
も伸びた工業製品（資本財，食品を除く消費財）輸出であった。ペセタ切下げ
が功を奏した輸出主導型の成長プロセスが再始動したのである。こうした工業
生産の回復に誘発されて，固定資本投資も94年下半期から活性化した。しかし
現在のところ，依然として20%を超える大量失業が存在しているために，民間
消費支出を強く押し上げるほどの波及効果は見られない。輸出主導型にせよ，
この「成長プロセス」が持続して波及効果が浸透し，雇用水準の引き上げに成
功することになれば，スペイン経済の将来は明るい―95年に 3%程度の成長
率が見込める一のだが，それを阻止する諸要因も存在する。いわゆる基礎的
不均衡や通貨危機・政局不安である。
表 1 主要経済指標（対前年比の実質変化率：基準年=1986年）
92Ul I 93(2l I 94(3l 1993 1994 
I IIIIIIIIIVI I IIIIIIIIIV 
民間消費 2.1 -2.0 0.9 -1.9 -2.7 -2.3 -1.3 -0.1 0.7 1.3 1.9 
政府消費 3. 7 2.3 0.2 2.6 2.3 2.2 2.1 1.3 0.5 -0.2 -0.6 
総固定資本形成 ー4.1-10.5 1.0 -11.4 -12.2 -10.8 -7.6 -4.0 -0.2 2.9 5.4 
設備投資 ー3.1-17.0 0.6 -19.0 -20.2 -17.0 -11.0 -5.5 -0.6 2.4 6.3 
建設投資 -4.8 -6.6 1.2 -6.6 -7.1 -7.0 -5.6 -3.1 0.0 3.2 4.9 
在庫変動(4) 0.1 -1.0 -0.1 -0.8 -1.1 -I.I -0.8 -0.4 -0.1 0.0 0.1 
内需 1.0 -4.1 0.7 -4.1 -5.1 -4.5 -2.B -1.1 0.4 1.4 2.3 
財サービス輸出 7.3 8.3 17.7 4.4 6.2 9.0 13.5 17.7 19.0 18.2 15.9 
財サービス輸入 6.9 -5.1 11.0 -7.2 -8.6 -5.5 1.0 7.5 11.1 12.5 12.6 
GDP(市場価格評価） 0.7 -1.1 2.0 -1.4 -1.6 -1.2 -0.2 0.9 1.8 2 .4 2 .8
晨漁業付加価値 ー2.1 I.I -4.0 1.0 1.7 1.4 0.2 -2.5 -4.1 -4.9 -4.4 
工業付加価値 1ー.8 -2.6 3.5 -3.8 -3.6 -2.6 -0.5 1 .4 3.2 4.3 5.2 
建設業付加価値 4ー.6 -5.5 1.0 -5.4 -5.6 -5.8 -5.0 -3.1 -0.3 2.8 4.6 
サーピス産業付加価値 3.1 0.6 2.2 0.7 0.3 0.4 0.9 1.8 2.2 2.4 2.3 
(I)暫定値， (2)第一次推定， (3)予測値， (4)GDP成長への寄与分。
出所：スペイン統計庁!NE,Qt≪zrterly National Accounts. 
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図2 スペインのGDPの推移
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出所： El Pais (Edicion Internacional) 
195年10月2日付
ヨーロッパや世界の経済回復に起因する外部経済効果を享受するためにも，
こうした基礎的不均衡—具体的には，インフレや双子の赤字（貿易赤字と財
政赤字）―は解消しなければならない。さらに，スペイン経済の持続的成長
を阻止する要因としては， 1994年末から95年春にかけて再発した通貨危機と，
1982年から数えて13年目になる社会労働党・長期政権の末期に特有の政治の腐
敗や混迷も挙げねばならない（国政は，政権交代を目前にして不安定であるが，
それには触れないでおこう）。ここでは基礎的不均衡についてのみ，後ほど採り
上げる。要するに，スペイン経済は現在，輸出増⇒工業生産回復⇒投資活性化
という回復基調を促進する要因と，基礎的不均衡を中心にそれを阻止する要因
が「綱引き」をしている微妙な状況下にあるものと思われる。
つぎに，スペインが抱えている問題を，「ヨーロッパ統合」との関連を念頭に
おいて整理しておこう。
2-2 一人当たり所得水準のキャッチアップ停止
1492年1月の「レコンキスタ（イスラム教徒追放）完成」と同年10月の「新
大陸発見」から数えて500年目にあたる1992年，スペインは世界の耳目を集める
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ビッグイベントを相次いで開催した。まだ記憶に新しいバルセロナ・オリンピ
ックとセビリャ万博である。この「光」輝くスペイン・イヤーに，実は暗い「影」
が経済に忍び寄っており，同年10月~12月期にはマイナス成長 (-0.7%)に陥
ったのである。その原因は，どこにあるのか？
まず第一に，世界経済が長引く不況に喘いでいる点を指摘しなければならな
ぃ。「強いアメリカ」に固執してきたレーガン政権の終焉一―—それを暗示するか
のような， 1987年10月19日（ブラック・マンデー）ニューヨーク株式市場で生
じた大暴落―とともに， 1988年から89年にかけて合衆国の経済が活力を失っ
た。約1年遅れてヨーロッパ経済も（スペインとの関係は比較的希薄だが，ゎ
が国経済も）減速した。そして， EC加盟を契機に「経済回復」の軌道に乗り
つつ，ほぼ完全に「対外開放」されたスペイン経済も，折からの逆風に抗しき
れずに1992年後半からひどい低迷期に入ったのである。
これが「世界経済」に根ざす要因だとすれば，「ヨーロッパ」レベルでも独自
の逆風が吹き荒れた。欧州統合を具体的に提示した「マーストリヒト条約」の
調印後わずか半年ほどの間に，まずあの「デンマーク・ショック」 (92年6月）
が発生し，続いてフランスも国民投票で「ヨーロッパ統合」に予想外の批判票
を投じたのであった。こうした出来事は，構築途上の「ヨーロッパ統合」その
ものに深刻な疑念を生じさせただけでなく，同年秋には現実に「通貨危機」を
引き起こす契機となった。政治的に「国の将来を賭けている」うえに，経済的
にも最も緊密な関係を取り結んでいるヨーロッパの，このような政治・経済（通
貨）面での混乱がスペインに悪影響を及ぽさないわけがない。
さらに悪いことには，スペイン経済自体の「持病」までが再発ないし悪化し
た。「インフレ体質」「貿易赤字」「慢性的失業」などである。その結果1992~94
年期にスペイン経済は， ECl2カ国平均(1.1%)の半分にも達しない年平均0.5
％の成長にとどまった。そして一人当たり所得水準も同じ期間に，接近を図る
べきヨーロッパ・レベルから 1ポイントも後退することになった6)。こうした退
行プロセスに歯止めが掛かるか否かは，つぎに検討するスペイン経済の「持病」
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解決の可能性にかかっている。
2-3「インフレ体質」と輸出競争力
513 
1993年 1月にヨーロッパは， 1958年以来営々と積み上げてきた「経済共同体」
を「単一市場」という形で完成させた。遅れてこの「共同体」に参入したスペ
インも， 93年時点で約3億5000万の豊かな消費者を擁する単一市場の構成メン
バーとなった。この大舞台で活動できる「必要条件」が整ったのである。だが
問題は「十分条件」にある。日米両国を合わせた市場規模に匹敵するEC市場。
それが秘めているスケール・メリットやダイナミズムを活用するには，「インフ
レ体質」を克服し，国際競争力を確保しなければならない。だが残念ながら，
年来の「インフレ体質」―インフレ抑制政策にともなう犠牲（生産減と雇用
減）を払うよりも，むしろインフレ自体の害悪を甘受する性向一一ーは克服され
ておらず，国際競争力にも問題あり，と言わざるをえない。
まず「インフレ体質」について
インフレの原因は，周知のように多岐にわたる。フランコ体制の末期に石油
ショックに襲われ（危機の第 1ラウンド），賃金など労働条件にたいする「鉄の
管理」も体制の崩壊とともに緩んだ―「危機の第2ラウンド」に見舞われた
—スペインにとって，コストプッシュ・インフレは積年の持病なのである。
石油危機のような外生的要因は別にして，危機の第2ラウンドで露呈した賃
金・物価の悪循環などは国内政策でもって対処できる。実際，フランコ没後の
「二重危機」から脱出するために， 77年秋に「モンクロア協約」が成立したが，
その成果のひとつに，賃金・物価の悪循環を断ち切ったことが挙げられる。そ
の方法は，実に簡単なものだった。フランコ時代からの賃上げ方式—本年の
賃上げ率＝前年インフレ率十数ポイント（これは終身雇用制度と同様，労働者
の諸権利を奪った代償として与えられた恩典だった）—を止めて，代わりに
「本年の賃上げ率＝本年の予想インフレ率十数ポイント」（モンクロア）方式を
採用したのであった。旧方式では賃金・物価の悪循環から抜け出せないけれど
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も，新方式のもとでなら可能である。各経済主体が今年の予想インフレ率を視
野に入れて，目的（インフレ抑制）にかなった行動をとれば，悪循環を断ち切
ることができる。具体的には，労働生産性の伸び率の範囲内に賃上げを「禁欲」
すれば，ィンフレは沈静化する。
事実スペインのインフレは， 1977年に23%台を記録した後， 86年の 8%台ま
ではっきりした下降線をたどっている。もちろんその背後では，大きな努力と
犠牲が払われた。モンクロア協約で芽生えた「ネオ・コーポラティズム」――-
政府の仲介ないし要請のもとで労・資が特定の問題，例えばインフレ問題を解
決するために採る協調路線—~が，この1986年まで (84年を除いて）維持され，
それに並行して実質賃金も同じ年まで抑制され続けたのである。
問題は，こうしてやっとおさまったかに見えたインフレが， 10年ぶりに訪れ
た持続的「経済成長」に酔い痴れていた1988年央から再燃しだした点にある。
インフレ抑制に有効だった「モンクロア方式」は，ついに89年で立消えになっ
た匹 82年10月に圧倒的支持のもとで「社会労働党」政権を誕生させた労働者階
層は，この政府を見限って協力しなくなったからである。それどころか，政府
の経済政策の「社会的転回（社会的弱者への配慮）」を求めて， 54年ぶりのゼネ
ストまで打つにいたった(1988年12月）。その間の事情はここでは説明しない（拙
著『スペインの現代経済』 4章4節を参照されたい）。ただ，賃上げの「天井」
となるべき労働生産性は，折からの「バブル」景気で投機が横行し「生産的」
投資がなおざりにされたこともあって，思うように伸びず，結果的に「禁欲」
は労働者側にしわ寄せされた点だけ指摘しておこう。
インフレの基本要因はもちろん， 1980年代後半の回復期に見られた超過需要
― 4~5%程度と見なされる生産能力の伸びを超えた， 7~8%に達する内
需の急増一ーである。それに加えて上記のような賃上げ方式の変更が，インフ
レ圧力に追撃ちをかけたのである。その結果スペインとECのインフレ格差は，
70年代よりマシだとはいえ80年代もかなり開いている。スペインのインフレは
80年代に平均で9.3%に達したが， ECの平均は6.7%,ドイツ単独では2.9%に
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とどまっていた。
なお， 1995年2月現在のインフレ格差は， EU平均に比べて1.5ポイント，最
もインフレ率の低い 3ヵ国（フィンランド・フランス・デンマーク）に比べる
と2.8ポイントも開いている8)。その背景には，イ） 1992年秋以降のペセタ切下
げ（輸入財価格の上昇），口） 94年に14%余り引き上げられた間接税（その中核
をなす付加価値税は15.6%増），ハ）94年も旱魃がひどく生鮮食品を中心に10%
も市場価格が高騰した点（農産物の生産事情），そして，二）後述の「生産性上
昇率格差インフレ」などの要因があったと考えられる。かくして1994年の消費
者物価指数は，前年より0.1ポイント高い4.7%の上昇を記録したのである。
但し，明るい材料として次の点を特兼しなければならない。この1994年に生
じた生産増は，雇用増にほとんど結びつかなかった代わりに，稼働率の上昇や
在庫調整をつうじて労働生産性を向上させた。それはまた，賃上げ抑制と相ま
って単位労働コストを，わずか1.3%増に抑え込むのに貢献した。これは， EU
平均に比べるとまだ1.1ポイントも高いけれども，スペインにとっては異例の成
果なのである。というのも単位労働コストは， 92年に6.5%,93年にも3.4%上
昇していた。さらに1987~93年期を通してみると， EC平均より 12ポイントも
上昇率に格差があった9)が，これがスペインの輸出競争力を弱めていたことは
言うまでもない。
他方で，このようなインフレ圧力や後述する諸々の不均衡を，政府に軽視さ
せることになる要因もあった。 10年ぶりに訪れた好況に我を忘れ気味だった点
を別にすれば，欧州通貨制度がそれである。
1974年 1月から「フロート制」に移行していたスペインは，為替政策遂行の
際に規準とする通貨を80年に，従来の米ドルから EC通貨（事実上ドイツ・マ
ルク）に変更した。そして1989年6月に為替相場メカニズムERMを中核とす
る欧州通貨制度に全面参加した。 ERMのおもな狙いは，為替変動幅を一定の
範囲内（通常は士2.25%,例外的に士 6%)に抑え込む点にある。スペインの
場合，購買力平価に比べて過大評価と目される「65ペセタ／マルク」に平価を
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設定し，変動幅はシバリのゆるやかな士6%が選ばれた。意図して「ペセタ高」
に固定されたのは，輸入財価格低下によるインフレ抑制効果を予期してのこと
だった（なお，ペセタ高の状況は1987年から生じていた）。
一種の固定相場制にほかならぬこのシステムは，一方で為替レートを政策的
に変更する自由を奪うけれども，他方では大きなメリットが期待された。イン
フレ抑制と外国資本の誘致である。後者については，為替変動リスクを抑える
ERMの信頼性や， 92年2月にスペインで完成することになる為替管理撤廃（資
本完全自由化）のプロセスも作用して， 80年代半ば以降おもにEC諸国から，
経済回復の軌道に乗ったスペインに向けて「外国投資ブーム」が発生した。例
えば1964~85年の22年間に（グロスで） 1兆2239億ペセタだった直接投資は，
1986~90年のわずか5年間で3兆5205億ペセタに達したのである10)。しかし前
者，つまり「物価安定」最優先のドイツ・ブンデスバンクがアンカー（錨）役
を務めるところの ERMから波及するものと予期されたインフレ（期待）抑制効
果は，期待外れに終わった。インフレに「甘い」スペイン経済の体質は，この
ようなやはり「甘い」他力本願では治らなかったのである。敷術しよう。
1989年に欧州通貨制度に加入した時点でスペインの経済状況は，イ） ECと
のインフレ格差が依然として大きく，口）大幅な貿易赤字を反映して経常収支
も大赤字で，ハ）利子率はECより高かった。しかも，二）ペセタはどう見て
も過大評価の水準に固定されていた。インフレ圧カ・ペセタ高・貿易赤字の並
存というアンバランスな経済状態を， 92年秋に通貨危機が発生する時まで持続
させた要因は， ERMに寄せられた「信頼」とスペインの高金利政策であった。
為替リスクが縮小したうえに高金利のペセタで（ペセタ建て証券や預金で）利
鞘を稼ごうとする短・中期の証券投資や， EC加盟と相前後して経済回復ブー
ムに乗ったスペインに進出をはかる直接投資や不動産投資が大量に発生したの
である。そうした証券投資や不動産投資が他に先駆けて下火になるのはやっと
1990年のことだった。このような資本取引の黒字（楽観）要因は，悪化する貿
易赤字や終息しないインフレ圧力などの悲観的事実を凌駕した。別言すれば，
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直接投資はとりわけスペイン産業全体の生産性と競争力の向上に資すると期待
され，潤沢な外貨準備は政策当局にゆとりを与えただけでなく，ペセタを高止
まりさせたのである。そこで政府は，固定レートの ERMを維持するには「反イ
ンフレ規律」に従うべきところを，順調な経済回復に一息つくかのように，放
漫な財政運営を続けて公共赤字を計上した（節度ある財政政策は， 109ページの
図3から明らかなように1987~89年に垣間見られたにすぎない）。緊縮政策が採
られたのは金融面だけで，高金利政策が漫然と続行されたのである。
なるほど「高金利政策」は，①金融市場で部分的に「インフレ圧力」を抑え，
②自由化の波に乗る外国資本を呼び込んで「ペセタ高」を維持し，同時に「貿
易赤字」を補填する効果を期待できる。しかし副作用にも相当なものを覚悟し
なければならない。すなわち，イ）緊縮的金融政策だけでは抑えきれない「イ
ンフレ圧力」と「ペセタ高」に起因する国際競争力の低下，口）高金利による
生産的投資の沈滞と雇用水準の低迷，見方を変えれば，ハ）投機的な資金運用
の横行（スペイン経済の「バブル」化），二）負債（とりわけ公債）の利子負担
増，ホ）利子所得（非居住者には免税）を狙った「投機的」資本流入，などが
考えられる。
民間実物投資の落ち込み（口）や，利払い仁）に追われて公共投資不足が発生すれ
ば，生産性は伸び悩むであろう。もし生産性の伸びが不足して，賃上げ等のコ
スト増を吸収できなければ―ERM下では，為替レートの政策的な切下げも
ままならず――—輸出競争力はさらに低下するだろう。その結果一層悪化する貿
易赤字を，資本流入や観光収入などで補填しきれなくなった時，「高金利政策」
は破綻を来たし「ペセタ高」は崩壊する。さらに悪いことに，投機的な外国資
本（ホ）は，流入を続けるかぎりは「ペセタ高」に加担して「輸出競争力」を奪い，
こうした「高金利政策」のひずみが露呈するや，一気に逃避して「通貨危機」
をもたらす。
1980年代末から90年代初めのスペイン経済は，まさに薄氷を踏むがごとき状
況にあったと言わざるをえない。別言すれば，欧小i'I通貨制度のもとで「他力本
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願的にペセタ高が維持される」異常事態は， 92年夏「デンマーク・ショック」
のような些細な出来事によって露見し，ついに同年秋，外生的に解消された。
ペセタは 9月の 5%に続いて11月にも 6%切り下げられて「為替レートは経済
のファンダメンタルズを反映する」ノーマルな状態に戻ったのである（但し，
この調整プロセスはその後も続き， 93年5月に 8%, さらに95年3月に 7%切
り下げられた）。
1993年に完成した「単一市場」で活躍できる条件を充たしながら，スペイン
の輸出競争力は，要するに次のような要因によって伸び悩んできたのである。
①低調な生産的投資を反映した生産性上昇の停滞，②経済の実勢を反映しない
ペセタ高，③払拭できないインフレ体質（圧力），④EC加盟後スペイン側でよ
り大幅に削減された関税障壁l)(なお，貿易赤字要因としては， 80年代後半の経
済回復期に生じた投資プームや消費プームも挙げねばならない）。その結果スペ
インは1988年から，観光収入を中心とする貿易外収支と移転収支の黒字では貿
易赤字を補填しきれなくなり，再び大幅な経常収支赤字を計上するようになっ
た。
1985年から91年にかけてスペインの貿易赤字は， 7560億ペセタから 3兆1000
億ペセタに 4倍にもなり，赤字の絶対額では合衆国に次いで2位，相対額(GDP
比で5.7%)は世界のトップに位置している12)。重要な問題なので，つぎに節を
改めて検討しよう。
2-4 「貿易赤字」と「財政赤字」（双子の赤字）
レーガン時代のアメリカで「高金利によるドル高」を介して，財政赤字と貿
易赤字が表裏一体の「双子の赤字」を形成していたことは良く知られている。
同じことが，実は80年代半ば以降のスペインでも生じていた点をまず明らかに
したい。
1982年12月に政権の座に就いた社会労働党は，「社会福祉」をほとんど無視し
たフランコ時代の均衡財政主義とは好対照をなす財政運営をおこなった。国家
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財政と家計のそれが混同されたフランコの時代，財政赤字は何としても避けね
ばならず，例えばその末期 (1970~75年）でも平均で0.3%(GDP比）の財政
収支の黒字が計上されている（フランコ没後，社会福祉要求などが加速的に増
大した1976~82年期は，平均2.3%の赤字）。これとは対照的に「福祉国家」を
指向した社会労働党政府は，社会保障・社会福祉関連を中心に公共支出を増や
していった（図3(109ページ）は，スペイン民主化後の政府部門の活動を反映
しており興味深い）。その結果，当然ながら公共赤字は次のように膨らんだ。政
権1期目(1983~86年）平均5.8%,2期目(1987~89年）3.1%, 3期目(1990~93
年）5.2% (いずれも GDP比）。 2期目に，緊縮指向の財政政策が採られようと
した（その反発のひとつが88年12月のゼネストだった）が，それも長続きしな
かった。その理由は， EC水準に比較して GDP比で約7ポイント劣っていると
いう「社会保障」の実態や，道路・鉄道輸送や電気（情報）通信など「インフ
ラ」面でも20~30%の格差が存在する点に求められるだろう。
こうした財政赤字を出しながら，他方で金融引き締め政策が単独で採られた。
その結果，名目利子率は1970年代半ばに，インフレ対策の主役として10%台に
のって以来，一貫して (1978年や83年には20%前後を記録する）高水準のまま
1993年末まで推移してきた (94年9.9%)。この金利高の説明要因としては，上
述の財政支出圧力と，それの裏返しにほかならない民間資金需要逼迫（クラウ
ディング・アウト）と，国内貯蓄不足による貸付資金の枯渇などが指摘できる。
この高い利子率（利鞘）を求めて—折からの資本自由化の波にも乗って—
外国資金が大量に流入したのであった。それが「ペセタ高」を支えることにな
る。その結果，ペセタ高で割安となった輸入財の購入が増え，他方で輸出財の
価格競争力は低下して輸出減が進行する。かくて「貿易赤字基調」から脱却で
きないスペインで，赤字は一層悪化することになった。つまり「高金利政策と
ペセタ高」を媒介項とする双子の赤字＝財政赤字と貿易赤字が，スペインでも
確認できるわけである。
つぎに，こうした貿易赤字の根源を探るために，スペインの比較優位／劣位
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について見ておこう。周知のように比較優位（劣位）の概念は，リカード理論
を持ち出すまでもなく抽象的なものである。それゆえ，現実の経済に適用する
際には何らかの工夫が必要である。ここでは「結果論」的だが，製造業を59部
門に分類したうえで各部門の輸出入差額を計測したデータ 13)に基づいて，黒字
部門=比較優位産業，そして赤字部門=比較劣位産業と見なすことにしよう。
この簡便法によると80年代末現在，スペインの比較優位の中心は，イ）伝統的
消費財を生産するかなりの部門＝食料品・飲料•履物・皮革・家具・出版・金
属製品，口）基礎的中間財を生産する若干の部門＝石油精製・製鉄・亜鉛一次
精錬・アルミ一次精錬，ハ）その他の中間財生産部門＝タイヤ・陶磁器・ガラ
ス，そして，二）造船と自動車，に見いだすことができる。他方，比較劣位の
重心は，イ）化学工業＝無機化学・有機化学・化学肥料・合成樹脂，口）機械
工業＝農業用機械・建設機械•特殊産業用機械・電気機械，ハ）技術集約的工
業＝エレクトロニクス・事務情報機器・精密機器，そして，二）ハイテクの消
費財工業＝医薬品，などに存在する。
もちろんこうした比較優位（劣位）のパターンは時の流れとともに変化して
いる。 1970年から89年にかけての変動を，上記と同じデータによって調べた結
果，次のような結論が得られた14)。イ）スペインが伝統的に特化してきた部門の
かなりの部分＝食料品・飲料・皮革•履物・家具・造船は，依然として比較優
位を維持しているが，貿易黒字にたいする寄与度は低下してきた。こうした後
退プロセスは著しかったので，口）伝統的部門の一部＝繊維・衣服は， 80年代
末に比較劣位産業に転化した。さらに，ハ）いくつかの技術集約的部門＝エレ
クトロニクス・電気通信・事務情報機器・精密機器• その他の電気機械では，
比較劣位が一層強くなっている。他方，二）依然として比較劣位にあるがその
程度（赤字要因）を弱めた部門としては，化学工業のほとんどの分野・医薬品・
機械工業の大部分・航空機製造・光学機器・時計がある。さらに，ホ）製鉄・
アルミと鉛の一次精錬・ガラス・金属加工機械・ 化繊などは，かつての比較劣
位から86年時点で比較優位に転化している。最後に，へ）従来からの比較優位
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をさらに強めた部門としては，自動車が際立っており以下，亜鉛一次精錬・プ
ラスチック製品・陶磁器・製紙が挙げられる。
さらに踏み込んで，比較優位・劣位の決定要因についても見ておこう。 1970
年代初めのスペインは，自然資源集約産業や労働集約産業に非常に著しい比較
優位を有していた反面，規模の経済や新製品に依拠する産業では大きな比較劣
位をもっていた。後発国に特有の貿易パターンを示していたのである。しかし
1970年から1985年の間に，スペインの貿易パターンには著しい変化が生じた。
一方で，自然資源や労働力を集約的に用いるところの伝統的な産業の比較優位
は程度を減じつつも維持され，他方では研究開発や製品差別化をつうじて高度
の技術革新を体現した製品の輸出ウェートは依然として相対的に低い。しかし
ながら「規模の経済」に強く依拠している産業が，より大きな重要性を帯びる
ようになり，輸出ウェートを大幅に高めたのである。若干の化学工業・鉄アル
ミ鉛などの精錬加工・自動車工業が躍進した背後には，こうした「規模の経済」
が重要な位置を占めるにいたった技術的要因が存在している。なお，こうした
貿易パターンの抜本的な変化はすでに1985年段階で（つまり EC加盟以前に）
完了しており，それ以後は大した変化が生じていない。
さて，スペインの財貨輸出入の第一の特徴は，エネルギーとりわけ石油製品
や機械類そして技術水準が中程度以上のプラント類に，慢性的に高い輸入依存
性が認められる点にある。第二の特徴は， 1964~85年期の輸出の伸びは輸入の
伸びを上回っただけでなく，世界貿易の成長率をも大幅に凌駕した点である。
その結果，輸出／輸入比率は， 1964~73年の平均で45.5%から1980~85年平均
70%に高まり，貿易赤字比率も平均6.7%から平均5.3%に低下した（対GDP
比）。第三に，スペイン経済は着実な貿易自由化と対外開放プロセスをたどって
きた。それゆえ貿易依存度（輸出入額/GDP)は1964年の16%から92年には29
％に高まった。最後に， EC加盟後に輸入が急増し輸出は伸び悩んだ。前者の
伸びは後者の 3倍に達し，貿易赤字比率も1985年の3.6%から92年には6.1%に
高まった15)。こうした危機的状況の原因は，スペイン経済における内需とくに投
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資需要の回復・ 1987年以降のペセタ高・インフレ格差（圧力） ・86年段階でEC
平均の 3倍もあった関税16)および他の保護措置の撤廃に求められる。内需回復
（と外国直接投資）によるインフレ・ギャップが，こうした貿易赤字によるデ
フレ・ギャップを凌駕していた1990年まで，スペインは高成長を享受したので
あった。ともあれ， 90年代に入って投資ブームが終息し， 92年に相次いでペセ
タが切り下げられたために，輸入の伸びにブレーキが，そして輸出の成長にド
ライブが掛かるものと考えられる（実際， 1994年の輸入は前年比で実質15.2%
増えたが，輸出の伸びは21.2%にも達している）。その結果，貿易赤字要因もや
や縮小すると期待できる。
最後に，財政赤字についても補足しておこう。「市場経済」の貫徹は， 1ー2節
で触れたように，スペインが「ヨーロッパ統合」をすすめる際の前提条件であ
る。しかしながら，フランコ時代とは異なる理由によるものの「市場経済の貫
徹」は，現在もスペインで充足されてはいない。「公権力の自由裁量による経済
への介入傾向に加えて，利用可能な資源（財・サービス・資本）配分のための
市場・競争原理に対する拒絶反応」は，ィンフレ・貯蓄不足・対外赤字に匹敵
するスペイン経済の 4大障害であると断じられている 17)0
図3から明らかなように，スペイン民主化後の公共赤字は 3段階に大別され
る。 I期 (1975~85年）， I期 (1985~89年）， I期 (1989年以降）〔なお， 1994
年の単年度赤字は6.7%,累積赤字は62.7%である〕。まず， I期では， GDPの
2%を超える単年度財政赤字が初めて記録されたのは1979年のことだった。こ
の1979年にフランコ没後のスペイン社会は，大きな曲がり角を迎えていたもの
と思われる。前年78年末の念願の民主憲法制定において主役を演じた「民主中
道連合」政府は，新憲法による再選 (79年3月）を経て満を持するかのように，
経営者側の利益をほぽ代弁する「政府経済計画」を提示した（同年4月）。しか
し労働者たちは前代未聞の激しいストライキで応酬した。また， 1979年選挙で
苦杯をなめた「社会労働党」も政権奪取に本腰を入れはじめた。そうした潮の
変わり目のようなこの年から，社会労働党政権が誕生する82年まで，財政赤字
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は一本調子で増えている (82年の単年度赤字は5.6%,累積赤字は28%)。社会
労働党政権の 1年目 (83年）は，やや緊縮気味の財政政策が採られたものの，
その後は赤字基調が継承され， 1985年の単年度赤字は 7%,累積赤字は39%に
達した。
図3 財政赤字の推移
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社会労働党政権の 2期目にほぽ相当する公共赤字I期には，すでに指摘した
ように緊縮指向の財政政策が採られ，単年度赤字比率は年を追って低下してい
った（もっとも，累積赤字比率を減らすには至っていない）。その背景には，一
方で経済・大蔵省が精力的に財政再建政策を遂行し，他方でスペイン経済が不
況の「長いトンネル」から抜け出して回復プロセスの軌道に乗った点が挙げら
れよう。財政支出が抑制され，同時に好況による税収増が生じたのである。
公共赤字のI期は，ィンフレ抑制に効力を発揮した「モンクロア方式」が立
消えになった1989年から始まり現在に至っている。社会労働党が三選されて「長
期政権」態勢に入ったこの89年には，奇しくも政権掌握後最大のスキャンダル
が発覚した。副首相アルフォンソ・ゲーラの実弟が，兄の威光を利用して私腹
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を肥やしていたという「ファン・ゲーラ事件」である18)。そして，まさにこの1989
年から予算措置でもってコントロールがきかない「構造的」財政赤字が再燃し
た。 1994年段階でも「公共支出の80%は，予算が編成される前から法律による
規則と既得権益によってあらかじめ決まっている」 19)という。
財政政策と呼ぶに値しない，このような硬直的な財政運営を漫然と続けさせ
た要因のひとつに， 80年後半の高成長がある。「一時的とはいえこの時期の好景
気に有頂天になって，政府の財政活動に必要な厳しさも，不可欠の行政改革や
労働市場改革を遂行する必要性も，ともになおざりにされた」20)からである。一
見無関係のような「モンクロア方式」の終焉と「ファン・ゲーラ事件」と「財
政赤字の再燃」は，実は互いに深く絡んでいると見なさざるを得ない。問題は，
単なる財政赤字の動向と累積額だけでなく，財政政策をはじめ市民生活に密接
する行政全般，つまり現「政府」の資質と姿勢にかかわっているように思われ
る。 1982年秋に熱狂的な民衆の支持を得て国政を付託された「社会労働党」政
府も，長期政権の通弊であるとはいえ「制度疲労」を来たし，統治能力を問わ
れつつあるようだ。
2-5 「失業問題」と現政府の統治能カ―むすびにかえて
最後に，スペイン最大の経済問題＝失業について，その特徴を中心に簡単に
考察しておこう。スペインが高度成長を終えた1974年の失業率はわずか2.6%で
あった。だが相前後して「二重危機」に陥り（スペインヘの石油ショックの影
響は約1年遅れて顕現した），この1974年から85年までの間に約210万の働き口
が失われ，失業率は1985年に記録的な21.7%に達した。
EC加盟を直前にした1985年から経済回復プロセスが軌道に乗り， 1991年末
までネットで約153万の雇用が創出され，失業率も16.3%に低下した。しかし，
スペイン・イヤーの1992年に皮肉にも， 40万余りの雇用機会が失われた (1994
年末現在，失業率は約24%)。スペインは「慢性的失業」から依然として解放さ
れていないのである。
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失業発生要因を企業サイドから探ってみよう。資本主義経済のもとで「競争
的」生産活動をおこなう企業にとって，製品価格は支配できない以上，生産コ
ストが最大の関心事であろう。この生産費は， 1)原燃料コスト， 2)賃金コ
スト， 3)金融（利子）コストに大別できる。 1974~85年の大不況期にスペイ
ンは，エネルギー・コスト高（危機の第1ラウンド）に加えて賃金コスト高騰
（危機の第2ラウンド）に見舞われたことはすでに述べた。そして80年代初め
から利子率も急上昇して（実質利子率がプラスに転じ）生産コストを圧迫し，
失業発生要因に転化したのであった。他方，同じ80年代初め頃から「ネオ・コ
ーポラティズム」が奏功して賃上げ抑制がすすみ，また83年以降石油価格も「逆
オイルショック」により反落し，生産コスト面での悪条件はかなり改善された。
さらに世界の景気回復もあって，スペインは1980年代半ばから経済成長プロセ
スに乗ったのである。にもかかわらず，どうして1990年代に再びスペインの「失
業問題」は悪化することになるのか？
労働市場に焦点をあてて検討しよう。第 1の問題点は，スペインにおける賃
金決定のあり方に求められる。ある産業に所属する各企業の賃金は，その個別
企業の生産性の向上や雇用／失業水準の如何には関係なく，その産業全体の賃
金水準に依拠して決まる。そして，この産業全体の賃金水準は「モンクロア方
式」に準拠するか否かを問わず，物価水準（インフレ率）に強く左右されつつ，
全国規模の「ナショナル・センター」で決まるのである。物価水準⇒産業全体
の賃金水準⇒各企業の賃金水準という因果関係があるかぎり，個別企業の生産
性や失業の状態を勘案したきめ細かい雇用調整・失業解消は不可能である。問
題はそれだけではない。そこには，スペインのインフレ要因も潜んでいると見
なければならない。なぜなら「生産性上昇率格差インフレ論」が教えるとおり，
ある産業に属する企業間には当然ながら生産性の伸びに差があり，産業全体の
賃上げ幅より低い生産性の向上しか得られなかった企業は，その不足分を状況
の許すかぎり製品価格に転嫁しようとするからである。かくして生産性が伸び
悩む企業ほど，当該製品・サービスの価格は割高になり，ィンフレ圧力を発生
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させることになる。
ついでに「ナショナル・センター」についても補足しておこう。スペインの
労資関係は，フランコ時代にルーツをもつ（つまり禁じられた労働組合の代役
をつとめた）職場代表委員会という特異な制度のもとで成立している。職場代
表委員は，各企業や職場の従業員数に応じて定められた人数を，定期的に選挙
によって選出される。そして労資の団体交渉権や労資紛争処理権は，この職場
代表委員会が持っているのである。他方，フランコ没後に解禁された労働組合
が経営者側と各企業レベルで交渉できるのは，組合員の個別の利害調整（個別
の組合によるストとその事後処理，労災問題，配置転換など）に限定されてい
る。ところで「ナショナル・センター」とは，職場代表委員会選挙において，
代表委員総数の15%以上を全国レベルで獲得した労働組合によって形成され
る。全国レベルでの「労資協定」正式当事者たる権利を専有する「ナショナル・
センター」としての要件は，現在のところ社会労働党系の「労働総同盟」と共
産党系の「労働者委員会」という二つの労働組合が充たしている 21)0
第2の問題点は，重い社会保障負担に絡んでいる。スペインの社会保険拠出
額は，標準月収に対して使用者側で24%(労働者側で4.8%)と高い22)。労働コ
スト自体の高騰もさることながら，この付帯コストも企業にとって，雇用を増
やす際の大きな障害になっている。そこで， EC加盟の折りに採用された付加
価値税に「福祉税」の要素を加味しつつ，当初の 6%からヨーロッパ水準まで
引き上げ，代わりにこの社会保障負担を下げようという提案がなされている。
しかし社会労働党政府はそれを拒否しつづけてきた（但し， 94年に付加価値税
は15.6%引き上げられた）。ついでながら，この重い社会保障コスト等を回避す
るひとつの手だてとして，正式の雇用契約を結ばずに「地下（闇）で」人を雇
うことが横行している（詳しくは拙著『スペインの現代経済』 I部の補論を参
照されたい）。
第3の問題点は，労働力の地域間・職種間移動性にかかわっている。元来ス
ペインは地方色が豊かで，管見によれば地域住民の郷土愛も強く，家族の絆も
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弱まってはいない。そんな国を「長期大量失業」が襲ったのである。失業者の
最後の頼みの綱である家族や故郷を捨て，頼りないわずかな雇用機会を求めて
移住するのは，大きな決断と犠牲を要するであろう。さらに雇用機会にマッチ
した職業訓練も不十分だ一ーその典型は， 80年代後半「プーム」に沸いた建設
部門で見られた―とすれば，スペインの低い労働移動性は，半ば「自発的」
な失業の重要な発生要因として考えねばならない。
最後に，フランコ時代からの慣行である終身雇用にからんで，「解雇」にかか
わる煩瑣な訴訟手続とそれに伴う高い金銭的コストも指摘しなければならな
い。こうしたコストによって，従来の「終身雇用契約」が阻害されることは言
うまでもない。 1980年代前半の経済調整期に，それまでの雇用契約形態にたい
する法律的制度的な制限が緩和されたのを承けて，パートタイムや期間限定型
雇用が増えたが，その背後には，こうした解雇コストが存在したものと考えら
れる。
しかし，ョーロッパ「単一市場」で競争していくには，この程度の労働市場
の改革・弾力化では明らかに不十分である。しかもかつての「二重危機」から
スペインを救出した「ネオ・コーポラティズム」は，皮肉なことに「社会労働
党」政府と「ナショナル・センター」というお膳立てがありながら，再現でき
る条件はもはや見つかりそうにない。
1994年1~3月期にやっとプラスに転じた GDPの成長（景気回復）効果は雇
用面にもあらわれ，同年10月~12月期に就業者数も前年同期比でプラス0.4%を
記録した（労働力人口も同率の伸びを示したので，失業率は23.9%のまま推移
している）。こうした雇用回復が勢いを増して「失業問題」の解決に向かうか否
かは，スペイン経済の 4大障害＝インフレ・貯蓄不足・対外赤字・公共赤字の
克服にも深く依存する，容易ならざるテーマである。
(95.10.15) 
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